



髙 橋 克 紀















1 ) ラスウェルの 7 段階には最後に「終了」が設けられていたが (Lasswell 1956)，その
後は評価から課題設定へのフィードバックが重視されるようになった。各段階の分け方
や名称の違いは Smith and Larimer (2013) や Howlett et al. (2013) を参照のこと。

















































( a ) 関係がはっきりしているもの
教科書モデルによく従っている代表的研究は，マツマニアンとサバティアによ
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( b ) 気にしていないもの
実施論の嚆矢であるプレスマンとウィルダフスキーの『実施』(Pressman and




















う区別を明確に拒否している (Majone and Wikdavsky 1978)
4)
。



















4 ) 同論文は『実施』の 2版以降にも収録されている。筆者は 73年と 78年の見解がよく
連続していると思うのだが (髙橋 2014)，Hill and Hupe (2009 [2002]) などはこの間
にウィルダフスキーの態度変化を見ており，同様に Pülzl and Treib (2007) の図表で
も 73年をトップダウン派に，78年を (ボトムアップ派との) 混合型に整理している。
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ベルの概念を扱っているようにも見えてくる。しかし，個々の給付や接遇をめぐ
る不満を政策レベルのインプットとみなすのは無理がある。
( d ) 逆説的なもの
ボトムアップ派と同じ問題意識を，リチャード・エルモアは「バックワード・
マッピング」と呼んで，合理的な教科書モデルすなわち「フォワード・マッピン
グ」と対比している (Elmore 1980)。立案者 (多くの場合，連邦政府) は実施現場
から遠く離れたところにおり，職員と対象者の相互行為 (それによって個々の成果
が生じる) に決定的なコントロールを行使することはできない。そこで，政策は




















ている」とエルモアは述べている (Elmore 1980 : 604)。















優勢になったわけでもないが，組織間関係への注目 (Hjern and Hull 1982) は今日
も有力で，その延長にガバナンス論からの展開が提案されたり (Hill and Hupe
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図表 1 70〜80年代の主要研究にみられる特徴





























































































































































































いる場合も少なくない」ためである (真山 2001 : 67)。また，区別しづらいものは一つ
のボックス中にまとめられている。
8 ) 真山は先に，両過程が別々に進行する実情を示す別の図で，両過程のあいだに大きく
空間をとり，さらに点線で仕切りを入れている (2001 : 58)。
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出典：真山 (2001 : 62，図表 2-6)










































4. 2. 2. PDCAモデルの限界
組織内部の循環的な学習構造を重視する際には，民間企業の品質管理論から始
まる PDCAモデルを行政組織に浸透させようとする議論が有力である。一般に，



























の管理過程論 (Fayol 1967[1917]) に基づくもので，本来は「plan-organization-
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脇に置く」ことである (p. 107)。そうした情報収集のもとで仮説を検証して Plan
を策定する。これを「主計画」と呼ぶ。
次に，主要計画の実現に必要な経営資源 (ヒト，モノ，カネ，ノウハウ，情報な

















作りに入る前に，すでに完了していなくてはな」らない (東 2014 : 153)。
16) 東はこれを従来の PDCAと区別して「RPIDCA」と記している。Iは「落とし込み
(Implementation)」の意。
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出典：東 (2014 : 66-67) を部分的に簡略化
図表 5 ｢落とし込み」を重視した PDCAの修正モデル
Check のフィードバックが主にどの部分に向かっていくのか，一般的な説明で
はつかめず，そのために実施過程の政治的見直しの可能性が埋没している (と筆

























































18) PDCAの問題点の全体的整理は吉澤 (2011) が簡潔に行っており，平井ほか (2009)
やリスクマネジメントの PDCAに関する小室 (2009)，政策評価に関する後藤 (2006)
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